
※　目次には、ＪＩＳ第一・第二水準範囲内の文字を使用しています。

令和４年１２月２０日

津　市　公　報 第　 ４０８ 　号

津市監査委員告示

監査結果の公表

津市選挙管理委員会告示

選挙権を有する者の総数の５０分の１の数及び６分の１の数並びに３分の１の数

津市教育委員会告示

津市教育委員会の招集

津市上下水道事業告示

津市水道事業指定給水装置工事事業者の指定の失効

津市水道事業指定給水装置工事事業者の事業の廃止

津市水道事業指定給水装置工事事業者の指定

津市公告

津市共同浴場（さくらゆ）内自動販売機設置場所の貸付けに係る一般競争入札の執行

令和４年１１月分津市農用地利用集積計画の決定

認可地縁団体の告示事項の変更

令和４年４月１日から令和４年９月３０日までの津市駐車場事業の業務状況の公表

令和４年４月１日から令和４年９月３０日までの津市モーターボート競走事業の業務状況の公表

ふるさと納税寄附金の納付事務の指定納付受託者の指定

公示送達

放置自転車等の撤去及び保管

津市告示

介護保険法に基づく地域密着型サービス事業所の廃止

介護保険法に基づく地域密着型サービス事業所の廃止

令和４年４月１日から令和４年９月３０日までの津市水道事業、津市工業用水道事業及び津市下水道事業の業務状況
の公表

津市規則

目　　　次

津市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則

津市職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則



津市職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和４年１２月９日 

 

津市長 前 葉 泰 幸  

 

津市規則第５２号 

津市職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則 

第１条 津市職員の給与の支給に関する規則（平成１８年津市規則第２６号）

の一部を次のように改正する。 

  第３５条第１号中「１００分の１９０」を「１００分の２１０」に、「１

００分の２３０」を「１００分の２５０」に改め、同条第２号中「１００分

の９０」を「１００分の１００」に、「１００分の１１０」を「１００分の

１２０」に改める。 

  第１号様式及び第２号様式中「㊞」を削る。 

第２条 津市職員の給与の支給に関する規則の一部を次のように改正する。 

  第３５条第１号中「１００分の２１０」を「１００分の２００」に、「１

００分の２５０」を「１００分の２４０」に改め、同条第２号中「１００分

の１００」を「１００分の９５」に、「１００分の１２０」を「１００分の

１１５」に改める。 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和５年

４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の津市職員の給与の支給に関する規則第３５条

の規定は、令和４年１２月１日から適用する。 



津市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和４年１２月１５日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸  

 

津市規則第５３号 

   津市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 津市国民健康保険条例施行規則（平成１８年津市規則第１１３号）の一部を

次のように改正する。 

附則第７項中「令和４年１２月３１日」を「令和５年３月３１日」に改める。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



津市告示第２５０号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項の規定に基づき、

指定地域密着型サービスの事業の廃止に係る届出がされたので、同法第７８条

の１１第２号の規定により告示する。 

令和４年１２月５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  株式会社三重平安閣 

２ 事業所の名称 

  レッツ倶楽部片田 

３ 事業所の所在地 

  津市片田志袋町２２３番地１ 

４ 廃止年月日 

令和４年１２月３１日 

５ サービスの種類 

地域密着型通所介護 



津市告示第２５１号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項の規定に基づき、

指定地域密着型サービスの事業の廃止に係る届出がされたので、同法第７８条

の１１第２号の規定により告示する。 

令和４年１２月５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  有限会社システムケア 

２ 事業所の名称 

  デイサービス「ぬくもり」 

３ 事業所の所在地 

  津市半田３３５０番地９９ 

４ 廃止年月日 

令和４年１２月３１日 

５ サービスの種類 

地域密着型通所介護 



津市告示第２５２号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項及び津市

水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（平成１

８年津市条例第２１９号）第８条の規定に基づき、令和４年４月１日から令和

４年９月３０日までの津市水道事業、津市工業用水道事業及び津市下水道事業

の業務の状況を別紙のとおり公表する。 

  令和４年１２月５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

  



１ 事業の概要 

⑴ 津市水道事業 

令和４年４月１日から令和４年９月３０日までの業務量につきまして、 

９月末現在の給水戸数は１３６，５１７戸、配水量は１９，６８１，６７

４㎥、有収水量は１６，１３３，６６７㎥となりました。 

経営状況としましては、収益では、営業収益３，２７９，７９３，０１

０円、営業外収益４５９，７５０，８６５円、特別利益５８４，９２０円

で合計３，７４０，１２８，７９５円となりました。費用では、営業費用

２，９２９，５４８，７５９円、営業外費用１０９，９６５，２６７円、

特別損失２，６４７，７５５円で合計３，０４２，１６１，７８１円とな

り、収支差引におきまして、６９７，９６７，０１４円の純利益となりま

した。 

⑵ 津市工業用水道事業 

令和４年４月１日から令和４年９月３０日までの業務量につきまして、 

配水量は１１９，３７０㎥、有収水量は１１９，１４６㎥となりました。 

経営状況としましては、収益では、営業収益１０，８００，０００円と

なりました。費用では、営業費用３，１３０，０１５円となり、収支差引

におきまして、７，６６９，９８５円の純利益となりました。 

⑶ 津市下水道事業 

令和４年４月１日から令和４年９月３０日までの業務量につきまして、 

９月末現在の使用料賦課件数は５９，１２１件、有収水量は７，２８４，

６３５㎥となりました。 

経営状況としましては、収益では、営業収益１，０９９，６５１，５７

４円、営業外収益１，９０３，８４９，７３１円、特別利益７７３，８７

９円で合計３，００４，２７５，１８４円となりました。費用では、営業

費用３，６８６，９１２，９６８円、営業外費用４３３，８９７，８１１

円、特別損失１，４８０，６００円で合計４，１２２，２９１，３７９円

となり、収支差引におきまして、１，１１８，０１６，１９５円の純損失

となりました。 

２ 経理の状況 

⑴ 津市水道事業 

   損益計算書（別表１）及び貸借対照表（別表２）のとおりであります。 

⑵ 津市工業用水道事業 



損益計算書（別表３）及び貸借対照表（別表４）のとおりであります。 

⑶ 津市下水道事業 

損益計算書（別表５）及び貸借対照表（別表６）のとおりであります。 



単位　円

1

(1) 3,267,321,166

(2) 12,471,844 3,279,793,010

2

(1) 1,405,515,212

(2) 279,263,903

(3) 10,953,810

(4) 140,621,451

(5) 145,615,541

(6) 947,245,000

(7) 104,650

(8) 229,192 2,929,548,759

350,244,251

3

(1) 1,284,258

(2) 10,622,888

(3) 72,661,000

(4) 375,182,719 459,750,865

4

(1) 109,018,697

(2) 946,570 109,965,267 349,785,598

700,029,849

5

(1) 584,920 584,920

6

(1) 2,647,755 2,647,755 △2,062,835

697,967,014

697,967,014

※　本表は、上半期分の執行状況のため、減価償却費及び長期前受金戻入の執行は、当初予算額の約1/2で作成

　　しています。

過 年 度 損 益 修 正 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

経 常 利 益

特 別 利 益

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金

当 期 純 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

令和４年度津市水道事業損益計算書
　（令和４年４月１日から令和４年９月３０日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

総 係 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

減 価 償 却 費

雑 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

特 別 損 失

新 規 給 水 加 入 金

雑 支 出

長 期 前 受 金 戻 入

別表１



単位　円

1

イ 2,012,966,490

ロ 4,386,284

ハ 3,157,449,356

△1,728,284,755 1,429,164,601

ニ 73,143,939,260

△38,716,786,119 34,427,153,141

ホ 13,023,820,874

△9,927,573,756 3,096,247,118

ヘ 48,378,680

△40,367,056 8,011,624

ト 233,110,950

△199,761,770 33,349,180

チ 5,180,692,321

46,191,970,759

イ 67,544,816

ロ 70,051,862

ハ 172,329,471

ニ 901,396

310,827,545

イ 500,000,000

ロ 6,954,442

506,954,442

47,009,752,746

2

2,637,728,442

533,823,340

△31,188,142 502,635,198

80,587,807

959,987,847

204,585,926

4,385,525,220

51,395,277,966

施 設 利 用 権

(3)

(5) そ の 他 流 動 資 産

(4)

資 産 合 計

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(2)

(3)

投 資 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資

中 勢 水 道 利 用 権

電 話 加 入 権

基 金

無 形 固 定 資 産 合 計

庁 舎 利 用 権

投 資 有 価 証 券

(1)

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

工具､器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

立 木

令和４年度津市水道事業貸借対照表
　（令和４年９月３０日）

資　　産　　の　　部

(1)

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

別表２



3

イ 14,662,321,995

14,662,321,995

イ 824,034,679

824,034,679

15,486,356,674

4

イ 580,612,283

580,612,283

248,837,580

49,600,000

417,829,543

1,296,879,406

5

31,727,661,972

△19,247,765,859

12,479,896,113

29,263,132,193

6 20,645,097,984

7

イ 61,598,203

ロ 108,116,478

ハ 444,832,106

ニ 78,886,281

ホ 95,647,707

789,080,775

イ 697,967,014

697,967,014

1,487,047,789

22,132,145,773

51,395,277,966負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

(2)

他 会 計 補 助 金

資 本 合 計

(1) 資 本 剰 余 金

当期未処分利益剰余金

そ の 他 資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 県 補 助 金

未 払 金

建 設 改 良 等 企 業 債

企 業 債 合 計

(2)

負　　債　　の　　部

(1) 企 業 債

固 定 負 債

建 設 改 良 等 企 業 債

企 業 債 合 計

流 動 負 債

(1) 企 業 債

(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

(3) 前 受 金

(4) そ の 他 流 動 負 債

剰 余 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(2)

(1)

負 債 合 計

資　　本　　の　　部
資 本 金

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計



単位　円

1

(1) 10,800,000 10,800,000

2

(1) 1,931,900

(2) 368,115

(3) 830,000 3,130,015

7,669,985

7,669,985

7,669,985

7,669,985

※　本表は、上半期分の執行状況のため、減価償却費の執行は、当初予算額の約1/2で作成しています。

当 期 純 利 益

経 常 利 益

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金

令和４年度津市工業用水道事業損益計算書
　（令和４年４月１日から令和４年９月３０日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 利 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

別表３



単位　円

1

イ 1,650,000

ロ 7,999,210

△7,165,339 833,871

ハ 98,936,483

△68,408,525 30,527,958

ニ 78,096,020

△74,049,469 4,046,551

ホ 360,000

△342,000 18,000

37,076,380

37,076,380

2

192,078,384

226,351

192,304,735

229,381,115

工具､器具及び備品

(2)

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1)

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(1)

令和４年度津市工業用水道事業貸借対照表
　（令和４年９月３０日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

別表４



3

488,840

1,080,000

1,568,840

4

1,657,500

△1,574,625

82,875

1,651,715

5 133,554,237

6

イ 46,496,932

ロ 40,008,246

ハ 7,669,985

94,175,163

94,175,163

227,729,400

229,381,115

資 本 金

利 益 積 立 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

(2)

(1)

資　　本　　の　　部

繰 延 収 益

利 益 剰 余 金 合 計

(1)

建 設 改 良 積 立 金

当期未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

(2)

流 動 負 債

(1) 未 払 金

負　　債　　の　　部

そ の 他 流 動 負 債

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計



単位　円

1

(1) 1,099,534,034

(2) 117,540 1,099,651,574

2

(1) 88,340,389

(2) 4,546,771

(3) 16,510,823

(4) 36,685,913

(5) 200,502,531

(6) 54,321,673

(7) 8,799,625

(8) 5,535,258

(9) 39,590,272

(10) 421,782,713

(11) 2,810,297,000 3,686,912,968

2,587,261,394

3

(1) 1,899,894,000

(2) 3,955,731 1,903,849,731

4

(1) 432,366,428

(2) 1,027,000

(3) 504,383 433,897,811 1,469,951,920

1,117,309,474

5

(1) 773,879 773,879

6

(1) 1,480,600 1,480,600 △706,721

1,118,016,195

1,118,016,195

特 別 損 失

長 期 前 受 金 戻 入

雑 支 出

雑 収 益

過 年 度 損 益 修 正 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雨 水 管 渠 費

汚 水 ポ ン プ 場 費

雨 水 ポ ン プ 場 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

処 理 場 費

減 価 償 却 費

流域下水道維持管理負担金

委 任 業 務 費

普 及 指 導 費

業 務 費

総 係 費

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

汚 水 管 渠 費

令和４年度津市下水道事業損益計算書
　（令和４年４月１日から令和４年９月３０日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

補 助 交 付 金

※　本表は、上半期分の執行状況のため、減価償却費及び長期前受金戻入の執行は、当初予算額の約1/2で作成

　　しています。

当 期 末 未 処 理 欠 損 金

当 期 純 損 失

経 常 損 失

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

別表５



単位　円

1

イ 4,780,025,251

ロ 3,970,274,843

△1,523,145,593 2,447,129,250

ハ 174,692,073,521

△32,591,939,873 142,100,133,648

ニ 5,944,244,337

△3,675,175,711 2,269,068,626

ホ 2,349,689

△2,038,839 310,850

ヘ 2,685,894

△2,544,535 141,359

ト 5,978,485,487

157,575,294,471

イ 12,012,310,887

ロ 10,696,000

12,023,006,887

イ 6,594,000

6,594,000

169,604,895,358

2

1,401,699,633

294,386,616

△53,450,281 240,936,335

671,938,100

174,093,952

2,488,668,020

172,093,563,378

(1)

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

令和４年度津市下水道事業貸借対照表
　（令和４年９月３０日）

資　　産　　の　　部

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

工 具 ､ 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(2)

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

流域下水道施設利用権

電 話 加 入 権

(3) 投 資

出 捐 金

投 資 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

(3)

資 産 合 計

前 払 金

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

(2) 未 収 金

(1)

(4) そ の 他 流 動 資 産

別表６



3

イ 57,722,703,003

57,722,703,003

イ 348,624,440

348,624,440

58,071,327,443

4

イ 2,638,078,625

2,638,078,625

179,073,996

4,936,700,000

170,173,279

7,924,025,900

5

110,583,087,073

△27,142,227,133

83,440,859,940

149,436,213,283

6 19,702,185,121

7

イ 3,564,201,654

ロ 322,694,016

ハ 1,784,000

ニ 128,338,084

ホ 56,163,415

4,073,181,169

イ 1,118,016,195

1,118,016,195

2,955,164,974

22,657,350,095

172,093,563,378

(3)

建 設 改 良 等 企 業 債

企 業 債 合 計

前 受 金

(4)

(2) 未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

(1) 資 本 剰 余 金

当 期 未 処 理 欠 損 金

県 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

国 庫 補 助 金

剰 余 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(2)

(1)

負 債 合 計

資　　本　　の　　部
資 本 金

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

建 設 改 良 等 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

負　　債　　の　　部

(1) 企 業 債

流 動 負 債

(1) 企 業 債

(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

欠 損 金

欠 損 金 合 計

(2)



津市告示第２５３号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項及び津市

駐車場事業の設置等に関する条例（平成１８年津市条例第２１８号）第１８条

の規定に基づき、令和４年４月１日から令和４年９月３０日までの津市駐車場

事業の業務の状況を次のとおり公表する。 

  令和４年１２月５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 事業の概況 

駐車場事業は、お城東駐車場、フェニックス通り駐車場、アスト駐車場、

ポルタひさい駐車場及び久居駅東口駐車場を運営し、市街地における自動車

の駐車需要に応ずるよう努めている。 

令和４年４月１日から令和４年９月３０日までの利用状況は、次のとおり。 

⑴  利用台数   ３３８，８１１台（前年同期 ３１３，１１０台） 

⑵  一日平均台数   １，８６１台（前年同期   １，７１４台） 

２ 経理の状況 

令和４年度上半期の経理の状況は、損益計算書（別表１）及び貸借対照表

（別表２）のとおり。 

３ 前年度事業の決算状況 

別冊のとおり。 

 



1 営業収益

2 営業費用

3 営業外収益

4 営業外費用

前 年 度 繰 越 欠 損 金 22,822,797

当期未処分利益剰余金 27,203,808

その他未処分利益剰余

企業債取扱諸費 141,761 141,761 706,026

44,063,123

変 動 額 5,963,482

経 常 利 益

当 期 純 利 益 44,063,123

（１） 雑 収 益 847,787 847,787

営 業 利 益

（１） 支 払 利 息 及 び

43,357,097

駐 車 収 益 98,175,280 98,175,280

（１） 駐 車 場 管 理 費

別表１

令和４年度上半期津市駐車場事業損益計算書
（令和４年４月１日から令和４年９月３０日）

（単位　円）

（１）

54,818,18354,818,183



1

2

5,527,000

別表２

流 動 資 産 合 計 89,192,104

資 産 合 計 2,534,489,007

（３） その他流動資産 500,000

（１） 現 金 預 金 84,524,173

（２） 未 収 金 4,167,931

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

32,073,408

有形固定資産合計 2,445,296,903

2,445,296,903

ト 建 設 仮 勘 定

ヘ リ ー ス 資 産 32,486,280

減 価 償 却 累 計 △ 412,872

減 価 償 却 累 計 △ 45,448,233 35,416,646

ホ 工具、器具及び備品 80,864,879

減 価 償 却 累 計 △ 96,818,402 18,987,600

減 価 償 却 累 計 △ 24,783,236 64,877,536

ニ 機 械 及 び 装 置 115,806,002

ハ 構 築 物 89,660,772

減 価 償 却 累 計 △ 766,033,969 665,404,580

ロ 建 物 1,431,438,549

イ 土 地 1,623,010,133

令和４年度津市駐車場事業貸借対照表
（令和４年９月３０日）

（単位　円）
資　産　の　部

固 定 資 産

（１） 有 形 固 定 資 産



3

4

注

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

建 設 改 良 等
他 会 計 借 入 金

他会計借入金合計

引 当 金 合 計 1,236,617

引 当 金

（１） 他 会 計 借 入 金

負 債 合 計 265,500,210

（５） その他流動負債 1,044,500

流 動 負 債 合 計 27,102,585

（４） 前 受 金 2,524,677

（３） 未 払 金 3,558,397

イ

他会計借入金合計

17,497,812

17,497,812

建 設 改 良 等
他 会 計 借 入 金

238,397,625

210,041,998

（１） 他 会 計 借 入 金

イ
210,041,998

負　債　の　部

固 定 負 債

（３）

リ ー ス 債 務 27,119,010

（２） リ ー ス 債 務 2,477,199

イ 退職給付引当金 1,236,617

（２）



5

6

（注） １　有価証券の評価方法は、期末帳簿価額（原価法）をもって期末評価額としている。
　　　 ２  リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース）以外の固定資産（償却資産）の減価償却の
　　　　  方法は、定額法によって取得の翌年度から行っている。
　　　　　 リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース）の減価償却の方法は、リース期間を耐用年
　　　　　数とし、残存価格を零とする定額法による。

剰 余 金 合 計 67,229,542

資 本 合 計 2,268,988,797

負 債 資 本 合 計 2,534,489,007

ハ 当 期 未 処 分
利 益 剰 余 金 27,203,808

利 益 剰 余 金 合 計 67,229,542

剰 余 金

（１） 利 益 剰 余 金

資 本 金 2,201,759,255

ロ 建設改良積立金 40,025,734

資　本　の　部

































































津市告示第２５４号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定に

基づき、津市モーターボート競走事業の業務の状況を次のとおり公表する。 

  令和４年１２月５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 事業の概況 

  津市モーターボート競走事業は、事業の円滑な運営を行い、公共の福祉を 

 増進するよう努めている。 

  令和４年４月１日から令和４年９月３０日までの業務量は、次のとおり。 

⑴ 開催日数                        ９０日 

⑵ 開催収益            ３４，９７２，７７９，０１０円 

   うち本場舟券発売金        １，７３７，６９７，７１０円 

   うち電話投票舟券発売金     ２５，４８２，５１４，２００円 

   うち場外発売場舟券発売金       ２０１，８５８，１００円 

   うち場間場外舟券発売金      ７，５５０，７０９，０００円 

 ⑶ １日平均舟券発売金          ３８８，５８６，４３３円 

 ⑷ 場間場外受託発売金        ５，３４７，３３９，９００円 

  経営状況としては、営業収益３５，９３１，９６７，７２５円、営業外収 

益５５，７６１，８７５円で合計３５，９８７，７２９，６００円。費用で

は、営業費用３１，５６６，３２５，８７９円。収支差引においては、４，

４２１，４０３，７２１円の純利益となる。 

固定資産の減価償却、繰延収益の償却、資産の評価及び引当金の計上につ

いては、事業年度末において行うものとする。 

２ 経理の状況 

  損益計算書（別表１）及び貸借対照表（別表２）のとおり。 

３ 前事業年度の決算状況 

  別冊のとおり。 



単位　 円

1 営　 業　 収　 益

( 1) 開催収益 34, 972, 779, 010

( 2) 場間場外発売事務受託収益 906, 176, 402

( 3) その他営業収益 53, 012, 313 35, 931, 967, 725

2 営　 業　 費　 用

( 1) 開催費 29, 844, 443, 801

( 2) 場外発売場事務受託費 247, 448, 847

( 3) 施設管理費 203, 280, 949

( 4) 競走実施費 757, 700, 661

( 5) 販売促進費 261, 353, 004

( 6) 総係費 252, 098, 617

( 7) 減価償却費 0 31, 566, 325, 879

営　 業　 利　 益 4, 365, 641, 846

3 営　 業　 外　 収　 益

( 1) 使用料 39, 836, 656

( 2) 受取利息及び配当金 0

( 3) 長期前受金戻入 0

( 4) 雑収益 15, 925, 219 55, 761, 875

4 営　 業　 外　 費　 用

( 1) 支払利息及び企業債取扱諸費 0

( 2) 消費税 0

( 3) 繰出金 0

( 4) 雑支出 0 0 55, 761, 875

経　 常　 利　 益 4, 421, 403, 721

4, 421, 403, 721

0

4, 421, 403, 721

別表１ 　 　 令和４ 年度津市モータ ーボート 競走事業損益計算書
( 令和4年4月1日から  令和4年9月30日ま で)

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金



単位　 円

１   固 定 資 産
( 1)  有 形 固 定 資 産

イ 　土 地 1, 498, 940, 103

ロ 建 物 7, 178, 702, 164

　 　     減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 1, 405, 676, 790 5, 773, 025, 374

ハ 建 物 附 属 設 備 549, 353, 654

　 　     減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 216, 305, 739 333, 047, 915

ニ 構 築 物 35, 891, 938

　 　     減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 9, 430, 688 26, 461, 250

ホ 機 械 及 び 装 置 707, 159, 739

　 　     減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 441, 271, 171 265, 888, 568

へ 車 両 運 搬 具 3, 518, 785

　 　     減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 1, 257, 671 2, 261, 114

ト 船 舶 16, 622, 495

　 　     減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 10, 264, 685 6, 357, 810

チ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 1, 080, 496, 692

　 　     減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 682, 471, 905 398, 024, 787

リ 建 設 仮 勘 定 279, 877, 301

　 　     減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額

8, 583, 884, 222

( 2)  投 資 そ の 他 の 資 産

イ 　出 資 金 40, 000, 000

ロ 基 金 1, 981, 991, 849

2, 021, 991, 849

10, 605, 876, 071

２ 　 流 動 資 産
( 1)   　 　 　 　 　  現   金   預   金 17, 014, 605, 913

( 2)                未     収      金 56, 914, 702

( 3)                未     収      金 231, 600, 000

( 4)                 未     収      金 276, 347, 594

17, 579, 468, 209

28, 185, 344, 280

固 定 資 産 合 計

別表２ 　      令和４ 年度津市モータ ーボート 競走事業貸借対照表
( 令和4年9月30日)

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金



３ 　 固 定 負 債
( 1)             退職給与引当金

イ 　退 職 給 付 引 当 金 222, 583, 168

222, 583, 168

222, 583, 168

４ 　 流 動 負 債
( 1)                未      払     金 578, 734, 374

( 2)                賞与引当金

イ 　賞 与 引 当 金 0

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

0

( 6)                   預      り      金 197, 585, 089

776, 319, 463

５ 　 繰 延 収 益
( 1)             長期前受金 355, 781, 307

( 2)             長期前受金
△ 88, 989, 578

264, 205, 870

1, 263, 108, 501

６ 　 資  本  金 11, 159, 579, 290

７ 　 剰  余  金
( 1)                  利  益  剰  余  金

イ 　利 益 積 立 金 1, 628, 571, 635

ロ 　建 設 改 良 積 立 金 9, 712, 681, 133

ハ　当年度未処分利益剰余金 4, 421, 403, 721

15, 762, 656, 489

15, 762, 656, 489

26, 922, 235, 779

28, 185, 344, 280

引 当 金 合 計

負 債 の 部

引 当 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

固 定 負 債 合 計

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計















































































津市告示第２５５号 

 地方自治法（昭和２２年４月１７日法律第６７号）第２３１条の２の３第１

項の規定に基づきふるさと納税寄附金の納付事務の指定納付受託者として、次

のとおり指定したので、同条第２項の規定により告示する。 

  令和４年１２月６日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 指定納付受託者 

  東京都世田谷区玉川一丁目１４番１号 

  楽天グループ株式会社 

２ 指定期間 

  令和４年１２月６日から令和５年３月３１日まで 



津市告示第２５６号 

 下記の者の令和４年度固定資産税・都市計画税納税通知書は、住所居所不明

のため送達することができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２０条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部資産税課で保管し、

送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  令和４年１２月８日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇〇 

〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇

〇 〇〇 

〇〇〇〇 〇〇 〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇 

 



津市告示第２５７号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１２条第２項、第１３条第２項及び第１４条に基づき撤去し、保管している

自転車等について、同条例第１６条第２項の規定により次のとおり告示する。 

 令和４年１２月８日 

 

            津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日 

垂水地内 １ 令和４年１１月２日 

津駅東口周辺自転車等放置禁止区域 ９ 令和４年１１月４日 

広明町地内 ３ 令和４年１１月９日 

江戸橋二丁目地内 １ 令和４年１１月９日 

桜橋二丁目地内 １ 令和４年１１月２８日 

アスト公共自転車等駐車場 ６７ 令和４年１１月３０日 

２ 保管期間 

   告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫  

０５９－２２２－６３０７ 



津市告示第２５８号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、令和２年津市告示第１８５号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

 令和４年１２月９日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 届出者 

  杜の街けやきの丘自治会 

  三重県津市河芸町杜の街五丁目９番地２ 

代表者 田中 瑞樹 

２ 変更に係る事項 

  代表者の氏名及び住所 

変更前 
前川 義歩 

三重県津市河芸町杜の街五丁目２番地７ 

変更後 
田中 瑞樹 

三重県津市河芸町杜の街五丁目２番地１０ 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和４年４月１６日の定期総会において改選

されたため。 

 



 

 

津市公告第１４８号 

次のとおり条件付一般競争入札を執行しますので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規則（平成１８年津

市規則第４０号）第４条の規定により公告します。 

令和４年１２月６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

１ 入札に付する事項 

⑴ 件名 

 津市共同浴場（さくらゆ）内自動販売機設置場所の貸付け 

⑵ 貸付けの概要 

共同浴場（さくらゆ）に来訪する者の利便を向上させるため、飲料等の

自動販売機（以下「自動販売機」といいます。）を設置し、適切に維持管

理を行うことを条件に共同浴場（さくらゆ）の玄関ポーチの一部について

賃貸借を行います。 

⑶ 設置先、販売物及び貸付期間 

設置先、販売物及び貸付期間については次のとおりです。 

施設名称 
設置 
台数 

屋内屋
外の別 

販売物 貸付期間 

津市共同浴場（さくらゆ） １台 屋外 飲料等 
令和５年４月１日から
令和１０年３月３１日
まで 

⑷ その他貸付けに関する事項 

津市共同浴場（さくらゆ）内自動販売機設置場所の貸付けに係る実施要

領（以下「実施要領」といいます。）で定めるとおりとします。 

２ 入札に必要な事項を示す場所及び日時 

入札の心得、契約条項その他の入札に必要な事項（入札に係る所定の様式

を含みます。）については、公告の日から入札の日までの間、津市ホームペ

ージへの登載及び津市役所本庁舎３階人権課窓口での資料配布により示しま

す。 

３ 入札及び開札の日時及び場所 

⑴ 日時 令和５年１月３１日（火）午後２時 即時開札 

⑵ 場所 津市西丸之内２３番１号 津市役所本庁舎７階 ７１会議室 

４ 入札保証金 

⑴ 入札保証金及び契約保証金 

入札保証金及び契約保証金は免除とします。 

⑵ 保証人 

免除とします。 



 

 

５ 入札参加者に必要な要件 

入札参加者に必要な要件は、次のとおりとします。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４各項の規

定により入札に参加できない者でないこと。 

⑵ 津市競争入札参加資格に係る指名停止措置を受けていないこと。 

⑶ 国税及び市町村税を滞納していないこと。 

⑷ 過去に本市との契約条件に違反し、又は違反行為に関与したことがない

こと。 

⑸ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項若しくは第２

項の規定に基づく再生手続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第

１５４号）第１７条第１項若しくは第２項の規定に基づく更生手続開始の

申立て、破産法（平成１６年法律第７５号）第１９条各項の規定に基づく

破産手続開始の申立て、会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条の

規定に基づく清算の開始又は会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関す 

る法律（平成１７年法律第８７号）第６４条の規定による改正前の商法 

（明治３２年法律第４８号）第３８１条第１項の規定に基づく整理開始の

申立て若しくは同条第２項の規定に基づく整理開始の通告がなされていな

い者であること。ただし、民事再生法に基づく再生手続開始の申立て又は

会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされた者のうち再生計画又

は更生計画が認可された者を除きます。 

⑹ 次に掲げるいずれの事項にも該当しない者であること。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７ 

７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」といいます。）

又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

イ 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者が役員 

等（法人の役員又はその支店若しくは営業所等を代表する者をいいます。）

である法人 

ウ 暴力団員がその経営に実質的に関与している法人 

エ 自己、自社又は第三者の不正の利益を図る目的若しくは第三者に損害

を加える目的をもって暴力団を利用するなどしている者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、若しくは便宜を供与す

るなど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与

している者 



 

 

カ 暴力団又は暴力団員と、社会的に非難されるような関係を有している

者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これを不当に利用して

いる者 

⑺ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律

第１４７号）第５条第１項の規定に基づく処分を受けている、若しくは過

去に受けたことがある団体及びその代表者、主宰者又はその構成員でない

こと。 

⑻ 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉

を脅かすおそれのある団体に属する者でないこと。 

⑼ 過去３年以内に飲料等の自動販売機の設置及び維持管理の実績を有する

こと。 

⑽ 販売にあたって法令に基づく許認可等を要する場合にあっては、当該許

認可等を受けていること。 

６ 入札に参加できる者 

入札に参加できる者は、入札参加資格審査結果通知書により、入札参加者

に必要な要件を満たすことについて通知を受けた者とします。 

７ 予定価格 

各設置先の予定価格は、次のとおりとします。 

設置先
番号 

施設名称 
予定価格 

（年額）（税抜） 

１ 津市共同浴場（さくらゆ） 6,263 円 

８ 入札の無効に関する事項 

入札が次の各号のいずれかに該当する場合、その入札は無効とします。 

⑴ 入札参加資格のない者が行った入札 

⑵ 入札書に記載した金額その他の記載内容が不明確な入札 

⑶ 入札金額を訂正した入札 

⑷ 入札書に記名押印しないで行った入札 

⑸ 封筒に記載された件名と同封された入札書の件名が異なっている入札 

⑹ 同一事項に対して２通以上行った入札 

⑺ 入札者確認票を提出しない入札代理人が行った入札 

⑻ 入札者又はその代理人が他の入札者の代理人として行った入札 

⑼ 意思表示が民法上無効とされる入札 



 

 

⑽ 予定価格に満たない入札価格で行った入札 

⑾ 入札に際して連合等の不正行為があった入札 

⑿ 前各号に掲げるもののほか、入札書の記載等、特に指定した事項に違反

して行った入札 

９ 入札方法及び決定方法 

⑴ 当日持参するもの 

ア 入札者確認票（本市が指定する様式のものに限ります。） 

入札は代理人に行わせることができますが、入札者確認票に記載のな

い代理人が行った場合は無効となります。 

イ 入札書（本市が指定する様式のものに限ります。） 

あらかじめ記入・押印及び封入の上、持参ください。複数の設置先に

ついて入札する場合は、入札を行う設置先ごとに入札書が必要となりま

す。 

⑵ 入札書の投函 

入札参加者は、入札書に必要な事項を記入し、記名・押印の上、封入し、 

入札箱に投函することとします。なお、入札書の投函は１回とし、再度の

投函はできません。 

⑶ 入札金額の表示 

入札書に記載する金額（入札金額）は、賃料の年額を記入することとし

ます。 

なお、入札書に記載する入札価格には、消費税及び地方消費税の額を含

めないものとします。 

⑷ 入札書の書換え等の禁止 

入札参加者は、入札箱に投函後の入札書の金額の書換え、引換え又は撤

回をすることはできません。 

⑸ 開札 

開札は、入札書の投函締切り後、直ちに行います。締切りまでに入札書

の投函をしなかった場合は棄権とみなします。 

⑹ 入札の中止 

不正な入札が行われる恐れがあると認められるとき又は災害その他やむ

を得ない理由があるときは、入札を中止又は入札日を延期することがあり

ます。 

⑺ 設置事業者の決定 



 

 

落札者は、有効な入札による入札金額のうち最高の価格（以下「最高入

札金額」といいます。）をもって入札を行った１者とします。 

⑻ くじによる設置事業者の決定 

最高入札金額で入札をした者が２者以上あるときは、直ちにくじにより

設置事業者を決定します。ただし、当該入札参加者のうち、くじを引かな

い者がある場合は、失格とします。 

⑼ 入札結果の公表 

入札結果について、公表する場合があります。 

⑽ その他入札に係る事項 

別添津市条件付一般競争入札参加者心得で定めるとおりとします。 

10 契約の締結 

落札者は、落札後、令和５年２月末を目途として本市と賃貸借契約を締結

するものとします。 

なお、印紙税等契約締結の手続に係る費用については設置事業者の負担と

します。 

11 入札参加に係る手続 

入札に参加しようとする者は、参加申込期間内に津市条件付一般競争入札 

参加申込書（本市が指定する様式のものに限ります。以下「入札参加申込書」 

といいます。）及び添付書類を提出することとします。 

⑴ 参加申込期間 

令和５年１月１１日（水）から同月２４日（火）まで（いずれの日も開

庁日の午前８時３０分から午後５時１５分までの間に限ります。） 

⑵ 添付書類 

入札参加申込書には、次に掲げる書類を添付して提出することとします。 

ア 誓約書（本市が指定する様式のものに限ります。） 

イ 印鑑証明書（個人にあっては、印鑑登録証明書） 

ウ 商業登記簿謄本（個人にあっては、住民票、営業届証明書及び身分証

明書（市町村が発行するものに限ります。）） 

エ 法人税、消費税及び地方消費税について未納税額のないことの証明書

（個人にあっては、申告所得税、復興特別所得税、消費税及び地方消費

税について未納税額のないことの証明書） 

オ 市町村税について未納税額のないことの証明書（完納証明書） 

カ 事業者の概要書（事業に関する事項（法人にあっては、事業概要、設



 

 

立年月日、資本金、従業員数等、個人にあっては、事業概要、創業年月 

日、従業員数等とします。）を記載した事業者の概要が確認できる書類） 

キ 実績報告書（本市が指定する様式のものに限ります。） 

ク 設置する自動販売機及び回収ボックスのカタログ（実施要領に掲げる

自動販売機の仕様の各号に適合していることがわかるものとします。） 

ケ 飲料又は食品の販売にあたって法令に基づく許認可等を要する場合に

あっては、当該許認可等を証する書類 

※ 入札に参加しようとする者が津市指名競争入札参加資格者名簿に登録

されている場合、イ、ウ、エ、オ及びカに掲げる書類を添付する必要は

ありません。 

※ 提出書類のうちイ、ウ、エ及びオについては、いずれも申込日におい

て発行後３月以内のもの（コピー不可）に限ります。 

※ 複数の設置先に申込みを行う場合、ケ以外の書類については１部の提

出で差し支えありません。 

⑶ 提出方法 

津市役所本庁舎３階人権課窓口に直接持参することとします。 

12 実施要領に係る質問及び質問に対する回答 

⑴ 質問方法 

実施要領に関する質問書（本市が指定する様式のものに限ります。）を

津市役所本庁舎３階人権課窓口で提出する又はファクスにより提出するこ

ととします。 

⑵ 提出期限 

令和５年１月１７日（火）正午 

⑶ 回答方法 

質問に対する回答については、令和５年１月１８日（水）から入札の日

までの間、回答内容を津市ホームページで公開すること及び津市役所本庁

舎３階人権課窓口において回答書を配布することにより行います。 

【問い合わせ先】 

市民部人権課 人権担当 

電話番号 ０５９－２２９－３１６５ 

ファクス ０５９－２２９－３３６６ 



津市公告第１４９号 
 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定

により津市農用地利用集積計画を定めましたので、同法第１９条の規定により

公告します。 
  令和４年１２月９日 
 

津市長 前 葉 泰 幸   



津市上下水道事業告示第１７号 

  水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の３の２第１項の規定により、 

次の津市水道事業指定給水装置工事事業者の指定が失効したので、津市水道事

業指定給水装置工事事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）

第１０条第３号の規定により告示する。 

  令和４年１２月１５日 

 

津市上下水道事業管理者 松 下 浩 己 

 

名  称 所 在 地 失効年月日 

有限会社池田建設 津市大倉５番２８号 令和４年９月３０日 

三洋瓦斯工事株式会

社 
津市岩田１３番１０号 

令和４年９月３０日 

株式会社サンビ 
伊勢市岩渕一丁目１３番２５

号 

令和４年９月３０日 

オカヤマ設備 
四日市市別名二丁目１１番３

５号 

令和４年９月３０日 

有限会社セーリョー 
松阪市嬉野中川町２６４番地

３４ 

令和４年９月３０日 

エムケイ建設 津市寿町７番５７号 令和４年９月３０日 

有限会社サワキ工業 
津市大里窪田町１４８１番地

６ 

令和４年９月３０日 

有 限 会 社エ ス ・ テ

ィ・ケイ中野 
津市海岸町１５番３号 

令和４年９月３０日 

株式会社岡山 津市森町２２９７番地１ 令和４年９月３０日 

創基産業有限会社 松阪市川井町４７９番地２ 令和４年９月３０日 

株式会社久志本興建 四日市市高角町２５８３番地 令和４年９月３０日 

梅田水道 松阪市幸生町５２５番地２３ 令和４年９月３０日 

長野設備工業 
伊勢市大倉町１５３３番地８

８ 

令和４年９月３０日 

株式会社泰成 
松阪市飯高町宮前２３９番地

１ 

令和４年９月３０日 



有限会社アイケン 
津市一身田上津部田１５０４

番地１８６ 

令和４年９月３０日 

有限会社ワイエスケ

ー 

四日市市小林町３０２５番地

２９０ 

令和４年９月３０日 

有限会社タイメック

ス 
津市雲出島貫町１０２５番地 

令和４年９月３０日 

大登住宅設備 伊賀市長田２９９８番地 令和４年９月３０日 

安田 株式会社 三重

支店 
津市栗真中山町１３４番地８ 

令和４年９月３０日 

有限会社吉田商店 津市久居野村町４６０番地６ 令和４年９月３０日 

一志パイピング工業 津市久居新町７１５番地４ 令和４年９月３０日 

木下建設有限会社 津市榊原町７９９４番地 令和４年９月３０日 

小瀬古住宅設備 津市榊原町３８１２番地 令和４年９月３０日 

吉田設備 
津市久居北口町２６６１番地

３ 

令和４年９月３０日 

株式会社谷垣工業所 
奈良県奈良市三碓六丁目８番

地５４ 

令和４年９月３０日 

有限会社ヤマキ設備

工業 

松阪市嬉野町須賀領１１３番

地１ 

令和４年９月３０日 

西山水道工業店 松阪市大口町４７９番地 令和４年９月３０日 

株式会社第一水道工

業所 
松阪市西町２８３番地 

令和４年９月３０日 

有限会社都壱コンス

トラクション 

松阪市久保町１８５５番地６

６８ 

令和４年９月３０日 

桔梗設備 
名張市桔梗が丘三丁目４番地

１２ 

令和４年９月３０日 

西村興業有限会社 鈴鹿市算所町１２８３番地 令和４年９月３０日 

三公住設 津市河芸町三行１２６１番地 令和４年９月３０日 

若葉晃建 津市河芸町三行１３６番地 令和４年９月３０日 

有限会社辻工務店 鈴鹿市津賀町５６８番地４ 令和４年９月３０日 

株式会社不二商土地

建設 

名古屋市昭和区安田通一丁目

２番地７ 

令和４年９月３０日 



タイホウテクノサー

ビス 

四日市市富田浜元町４番地１

２ 

令和４年９月３０日 

Ａ．Ｙパイテック 
鈴鹿市桜島町五丁目１４番地

４ 

令和４年９月３０日 

有限会社江戸屋 鈴鹿市稲生二丁目５番地１ 令和４年９月３０日 

横山ポンプ店 津市芸濃町椋本７５８番地２ 令和４年９月３０日 

有限会社丸賀建設 
津市芸濃町雲林院１９８６番

地 

令和４年９月３０日 

有限会社イスズ設備

工業 

鈴鹿市国府町２２００番地８

４ 

令和４年９月３０日 

坂清建設株式会社 津市芸濃町忍田４５番地５ 令和４年９月３０日 

大功土木 
津市芸濃町雲林院１４１７番

地２ 

令和４年９月３０日 

有限会社尾方管工 亀山市関町木崎２６９番地 令和４年９月３０日 

中山工業株式会社 
四日市市赤水町１４４０番地

１ 

令和４年９月３０日 

美里設備 津市美里町家所３７８９番地 令和４年９月３０日 

岩間水道 亀山市田茂町１２４番地 令和４年９月３０日 

高橋水道ポンプ店 
伊勢市一之木三丁目７番地１

０ 

令和４年９月３０日 

波戸工業 松阪市曽原町４３１番地１５ 令和４年９月３０日 

太田設備 松阪市西黒部町１９４５番地 令和４年９月３０日 

有限会社丸中興業 津市安濃町草生１６６番地 令和４年９月３０日 

小宮設備 津市安濃町光明寺７３番地 令和４年９月３０日 

有限会社トッププラ

ンニング 
津市安東町２７６番地２ 

令和４年９月３０日 

有限会社赤塚設備エ

ンジニア 

津市安濃町田端上野５２４番

地５ 

令和４年９月３０日 

ヒロ工業 鈴鹿市住吉五丁目７番地４ 令和４年９月３０日 

豊田水道 津市一志町波瀬２４０４番地 令和４年９月３０日 

太田鉄工 
津市一志町高野１５６８番地

１ 

令和４年９月３０日 



有限会社東山組 津市一志町井関７４７番地 令和４年９月３０日 

テック設備 
多気郡多気町土羽６８０番地

７ 

令和４年９月３０日 

土性設備 津市一志町八太３７９番地３ 令和４年９月３０日 

有限会社辻井設備 
多気郡明和町大字竹川３９番

地３９ 

令和４年９月３０日 

豊富水道 津市白山町川口３８６５番地 令和４年９月３０日 

松尾配管 
津市白山町川口６７７２番地

５ 

令和４年９月３０日 

岩田水車 津市白山町南家城７５８番地 令和４年９月３０日 

小林設備工事 津市白山町山田野３３４番地 令和４年９月３０日 

若葉住宅設備 
津市白山町二本木６２４番地

１ 

令和４年９月３０日 

新地設備 津市白山町八対野７０６番地 令和４年９月３０日 

藤岡設備 津市白山町北家城３７９番地 令和４年９月３０日 

株式会社生田 名張市新田２２０５番地３ 令和４年９月３０日 

中津設備 
亀山市関町新所町６６６番地

２ 

令和４年９月３０日 

山岡建設株式会社 津市白山町川口２９１０番地 令和４年９月３０日 

株式会社西川組 津市白山町川口７３４２番地 令和４年９月３０日 

有限会社サワケン 
津市白山町二本木２７７番地

５ 

令和４年９月３０日 

石咲建設 津市白山町二本木８８５番地 令和４年９月３０日 

真柄鉄工所 津市美杉町八知５４８８番地 令和４年９月３０日 

関山設備 津市美杉町八知３７８４番地 令和４年９月３０日 

今井鉄工所 
津市美杉町太郎生２１８５番

地 

令和４年９月３０日 

堀口製作所 津市美杉町杉平１０４番地３ 令和４年９月３０日 

有限会社コーシン 津市美杉町八知３８９５番地 令和４年９月３０日 

有限会社中川組 
津市美杉町下之川２３３９番

地 

令和４年９月３０日 

 



有限会社美杉建設 
津市美杉町八知５１７０番地

３ 

令和４年９月３０日 

デンキのナカタ 
津市美杉町奥津１２８８番地

１ 

令和４年９月３０日 

有限会社中嶋土木 津市美杉町八知５１４３番地 令和４年９月３０日 

株式会社エムライン 
津市芸濃町椋本４３８３番地

１０ 

令和４年９月３０日 

東進産業株式会社 津市大里睦合町２５９７番地 令和４年９月３０日 

株式会社ユニバーサ

ルカンパニー 

津市上浜町二丁目１２１番地

１ 

令和４年９月３０日 

寿設備工業 
津市美里町北長野４８５番地

３ 

令和４年９月３０日 

有限会社元氣 
津市久居野口町２４７３番地

１ 

令和４年９月３０日 

有限会社ヤマト産業 
津市一身田上津部田１５０３

番地６ 

令和４年９月３０日 

瀬野水道工業所 松阪市西町２５７番地 令和４年９月３０日 

隈元設備工業 
鈴鹿市東旭が丘六丁目５番３

３号 

令和４年９月３０日 

幹建設 松阪市西之庄町４５番地２ 令和４年９月３０日 

尾上管工業 松阪市射和町５０４番地１ 令和４年９月３０日 

株式会社正木組 津市美杉町八知８８７２番地 令和４年９月３０日 

向川建設株式会社 津市美杉町竹原３９９番地 令和４年９月３０日 

永田建設株式会社 津市一志町高野３９８番地６ 令和４年９月３０日 

有限会社旭建設 
松阪市嬉野中川町５０５番地

５ 

令和４年９月３０日 

清水造園 津市美杉町八知７２２０番地 令和４年９月３０日 

大創設備 
津市あのつ台三丁目１１番地

５ 

令和４年９月３０日 

有限会社アーム産業 松阪市平成町２４番地１２ 令和４年９月３０日 

奏建設備 伊賀市坂之下５８８番地 令和４年９月３０日 



 

株式会社ソーケン 
度会郡大紀町大内山８９１番

地３ 

令和４年９月３０日 

有限会社大規 
津市一志町八太１３５７番地

１ 

令和４年９月３０日 

株式会社渚興業 
津市高茶屋小森町２６８７番

地３ 

令和４年９月３０日 

有限会社真栄 津市美杉町八知７１２番地４ 令和４年９月３０日 

株式会社フルイチ住

建 
津市芸濃町椋本５１６番地 

令和４年９月３０日 

 



津市上下水道事業告示第１８号 

  水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の７の規定により、津市水道

事業指定給水装置工事事業者から次のとおり事業の廃止の届出があったので、

津市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程

第１４号）第１０条第４号の規定により告示する。 

  令和４年１２月１５日 

 

津市上下水道事業管理者 松 下 浩 己 

 

名  称 所 在 地 廃止年月日 

株式会社エヌケイケ

イ三重本店 

津市庄田町２３５５番地１ 令和４年５月１日 

 

  



津市上下水道事業告示第１９号 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第１６条の２第１項の規定により、次

の者を指定給水装置工事事業者に指定したので、津市水道事業指定給水装置工

事事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第１号の

規定により告示する。 

  令和４年１２月１５日 

 

津市上下水道事業管理者 松 下 浩 己   

 

名称 所在地 指定の有効期間 

家工房 津垂水店 津市垂水２６７８番地６

サンマンションアトレ潮

見が丘３０７ 

令和４年６月１４日から令

和９年６月１４日まで 

三和設備 いなべ市大安町石榑南１

８５番地８４ 

令和４年７月１日から令和

９年７月１日まで 

株式会社キョウシン 鈴鹿市高岡町２６６５番

地２ 

令和４年９月１６日から令

和９年９月１６日まで 

株式会社ミヤビ機器 津市河芸町中瀬２６３番

地 

令和４年１０月１７日から

令和９年１０月１７日まで 

株式会社プラマーズ 松阪市嬉野上野町１７９

８番地２ 

令和４年１１月２４日から

令和９年１１月２４日まで 

株式会社エムライン 芸濃町椋本４３８３番地

１０ 

令和４年１１月２５日から

令和９年１１月２５日まで 

 



津市教育委員会告示第１４号 
 教育委員会を次のとおり招集する。 
  令和４年１２月９日 
 
      津市教育委員会教育長 森   昌 彦   
 
１ 招集の日時  

令和４年１２月１６日（金） 午前１０時から 
２ 招集の場所  

津市教育委員会庁舎 ４階教育委員会室 
３ 会議の事件  

⑴ 津市教育委員会点検・評価について 

⑵ 津市通学区域審議会委員の委嘱について 



津市選挙管理委員会告示第６２号 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項及び第７５条第１項

並びに市町村の合併の特例に関する法律（平成１６年法律第５９号）第４条第

１項及び第５条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の５０分の１の数、

同法第４条第１１項及び第５条第１５項の規定による選挙権を有する者の総数

の６分の１の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条

第１項、第８６条第１項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

３１年法律第１６２号）第８条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の

３分の１の数を次のとおり告示する。 
令和４年津市選挙管理委員会告示第５８号は廃止する。 

令和４年１２月１日 
 

津市選挙管理委員会 
委員長 磯 部 憲 夫   

 
１ ５０分の１の数  ４，５０７人 
２  ６分の１の数 ３７，５５６人 
３  ３分の１の数 ７５，１１１人 
 
 



  

津市監査委員告示第９号 

 令和４年１１月２１日付けで提出された地方自治法（昭和２２年法律第６７ 

号）第２４２条第１項の規定に基づく住民監査請求書について、要件審査を実 

施した結果を、令和４年１１月２８日付けで別紙のとおり請求人に通知したの 

で、津市住民監査請求事務取扱要領第９第７項の規定に基づき、公表する。 

  令和４年１２月６日 

 

津市監査委員 小 津 直 久 

津市監査委員  安 藤 友 昭 

津市監査委員 安 井 広 伸 

津市監査委員 堀 口 順 也 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１ 請求の受付 

  １ 受付年月日 

    本件監査請求書は、令和４年１１月２１日に受付した。 

  ２ 請求人の住所・氏名 

住所 津市  

氏名 省略 

 ３ 請求の要旨（ほぼ「請求書」原本のまま記載） 

   津市安濃総合支所地域振興課産業振興・環境担当が安濃町清水字山添

地内において、市道でありながら令和４年１０月２０日に請求後、１か

月も経過しながら除草をしない。 

   又、市道を不法占拠しているのを放置している。 

   市道の除草、不法占拠を解消する措置を請求する。 

第２ 請求の却下理由 

本件監査請求は、安濃町清水字山添地内の道路敷地の管理を怠っている

として、道路を維持管理する津市安濃総合支所地域振興課に対し、違法又

は不当に財産の管理を怠る事実の解消を求めているものと解される。 

財産の管理を怠る事実について該当するかの判断については、「地方公

共団体の執行機関又は職員の作為又は不作為が財産の管理を怠る事実とし

て住民訴訟の対象となるのは、（中略）不作為によつて道路敷地について

地方公共団体の有する財産の価値に影響が及ぶ場合だけで、（中略）財産

の価値に何の影響も生じない場合は（中略）作為又は不作為は専ら道路管

理者としての道路行政上の問題となることはあつても、住民訴訟の対象と

なることはないと解すべきである。」（昭和５４年１２月２０日東京地裁

判決）とされている。 

本件請求を判例に照らすと、道路の除草を怠り（令和４年１１月２２日

現地確認時には除草されていることを確認）、隣接地から繁茂した草木や

放置された枯竹により、一部通行困難な箇所が存在するものの、道路とし

ての財産的価値には何ら影響を与えているものではなく、単に道路の維持

管理上の問題であることから、住民訴訟の前置手続である住民監査請求の

対象となるとは言えない。 

よって、本件請求は、住民監査請求の要件を具備していない請求として

却下するものである。  

                                以上 


